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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

図７ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｒ２ 合計） 

 

 

図８ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｒ２ 入院） 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｈ29 合計） 

 

 

図８ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｈ29 入院） 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

図９ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｒ２ 入院外） 

 

 

図 10 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｒ２ 歯科） 

 

 

 

 

図９ 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｈ29 入院外） 

 

 

図 10 二次医療圏域別一人当たり医療費（Ｈ29 歯科） 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

  表９ 年齢階級別、推計新規入院発生率の推移（単位：100人当たり件数） 

 

 

（３）二次医療圏別多発疾病の状況 

北海道国保連合会が作成した「疾病分類（122分類）別多発疾病上位 20傑 

の推移（件数構成割合）」により、令和２年５月診療分の状況を二次医療圏 

域ごとに見ると、「高血圧性疾患」が１位を占めており、ほとんどの圏域で 

「歯肉炎・歯周疾患」、「糖尿病」や「糖質異常症」がそれらに続いていま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９ 年齢階級別、推計新規入院発生率の推移（単位：100人当たり件数） 

 

 

（３）二次医療圏別多発疾病の状況 

北海道国保連合会が作成した「疾病分類（122分類）別多発疾病上位 20傑 

の推移（件数構成割合）」により、平成 30年５月診療分の状況を二次医療圏 

域ごとに見ると、「高血圧性疾患」が１位、「歯肉炎・歯周疾患」が２位を 

占めており、ほとんどの圏域で「糖尿病」や「糖質異常症」がそれらに続い 

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

表 10 疾病分類（122分類）別多発疾病上位 20傑の状況（件数構成割合） 

  

 

（４）医療供給体制と医療費の状況 

全国的に病床数と入院診療費には強い相関関係が見られます。北海道の人 

口 10万人当たりの病床数は令和２年 10月１日現在で 1,761床であり、全国 

1,195床の約 1.47倍となっており、北海道の一人当たりの入院診療費を押し 

上げている要因の一つになっているものと考えられます（表 11及び図 11参 

照）。 

また、二次医療圏域ごとに見ても、人口 10万人当たりの病床数が一番少な 

い根室圏域が国保の一人当たり医療費も低く、中空知・西胆振圏域など人口 

10万人当たりの病床数が多い圏域は高い傾向になっています（図 12参 

照）。 

 

 

表 10 疾病分類（122分類）別多発疾病上位 20傑の状況（件数構成割合） 

  

 

（４）医療供給体制と医療費の状況 

全国的に病床数と入院診療費には強い相関関係が見られます。北海道の人 

口 10万人当たりの病床数は平成 29年 10月１日現在で 1,777床であり、全国 

1,227床の約 1.45倍となっており、北海道の一人当たりの入院診療費を押し 

上げている要因の一つになっているものと考えられます（表 11及び図 11参 

照）。 

また、二次医療圏域ごとに見ても、人口 10万人当たりの病床数が一番少な 

い根室圏域が国保の一人当たり医療費も低く、中空知・西胆振圏域など人口 

10万人当たりの病床数が多い圏域は高い傾向になっています（図 12参 

照）。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



24 

次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

表 11  二次医療圏域別の一人当たり医療費の状況（Ｒ２） 

    

 

 

 

 

 

表 11  二次医療圏域別の一人当たり医療費の状況（Ｈ29） 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

図 11 全国の一人当たり医療費（入院診療費）と病床数の状況（Ｒ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 全国の一人当たり医療費（入院診療費）と病床数の状況（Ｈ29） 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

   図 12 一人当たり医療費と人口 10万人当たり病床数の関係（Ｒ２） 

 

 

（５）医療費の将来の見通し 

将来の医療費の見通しについて、第４期北海道医療費適正化計画では、計 

画期間(令和６年度から 11年度)までの全道における医療費見込みを推計して 

おり、北海道国民健康保険における推計値は下記のとおりです。 

 

 

 

 ① 推計医療費（全道）  

 

図 12 一人当たり医療費と人口 10万人当たり病床数の関係（Ｈ29） 

 

 

（５）医療費の将来の見通し 

本運営方針の適用期間である令和３年度から令和５年度に加え、いわゆる 

団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度と統一保険料率（第３章第３節２ 

参照）による運用を目指す令和 12年度（第３章第３節３参照）における医療 

費の見通しを次のとおり推計します。 

 

 

 ① 推計医療費（全道）  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○今回の策定において、国か
ら医療費推計の方法を医療費
適正化計画との整合性を図る
ことが求められていることか
ら、同計画で使用する推計方
法に連動させたもの 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 

4,601億円 4,529億円 4,472億円 4,443億円 4,440億円 4,463億円 

 

② 一人当たり推計医療費  

 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 

447,842円 449,669円 451,341円 456,056円 463,796円 474,593円 

 

③ 上記の推計方法  

＜推計医療費の算出方法（概要）＞ 

国民健康保険医療費の見込み＝総医療費の見込み｛入院医療費（病 

床機能の分化及び連携の推進の成 

果）＋入院外医療費・歯科医療費 

（医療費適正化の取組の効果）｝× 

国保医療費の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ7 Ｒ12 

4,478億円 4,348億円 4,225億円 3,936億円 3,426億円 

  

② 一人当たり推計医療費  

 

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ7 Ｒ12 

419,851円 422,536円 423,633円 423,317円 431,244円 

 

③ 上記の推計方法  

＜令和２年度の推計医療費の算出方法＞ 

令和２年度推計医療費＝令和２年度における区分(注）ごとの一人当 

たり医療費×令和２年度における区分ごと 

の国保被保険者数見込み数 

 

(注）未就学児、70歳未満、70歳以上（一般、現役並み所得者）の４区 

分。 

        なお、現役並み所得者は、単身の場合、課税所得が 145万円以上かつ 

収入 383万円以上、２人以上の場合、収入 520万円以上の方がいる世 

帯に属する方をいう。 

     

    ⅰ 令和２年度における区分ごとの一人当たり医療費 ＝令和元年度一人 

当たり医療費（見込み）×√｛（平成 29年度から平成 30年度の伸び 

率）×（平成 30年度から令和元年度の伸び率）} 

 

   ⅱ 令和２年度における区分ごとの国保被保険者数見込み数 ＝令和元年 

度の被保険者実績 × 平成 30年度から令和元年度の伸び率 （70 

歳以上（一般）をコーホート要因法*による推計値に補正） 

 

＜令和３年度以降の推計医療費の算出方法＞ 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 財政収支の改善と均衡 

 

１  市町村国保財政運営の現状 

 

平成 30年度から道が財政運営の責任主体となって市町村と共同で国保運営を 

担うこととなり、全道の被保険者の医療費等を全市町村で負担する仕組みであ 

る国民健康保険事業費納付金＊（以下「納付金」という。）制度が導入された 

ことから、各市町村は、道があらかじめ通知する年度ごとの納付金の額を道に 

納付し、道から交付される保険給付費等交付金により医療費等の財源を賄って 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度以降の各年度の推計医療費は、令和２年度推計医療費に次に 

より推計した伸び率を乗じて算出。 

・一人当たり医療費は、国民健康保険事業費納付金＊（以下「納付金」と 

いう。）の算定と同様に平成 30年度から令和２年度の平方根による伸び 

率により推計。 

・被保険者数は、納付金算定と同様に令和元年度から令和２年度の単年度 

伸び率により推計。 

 

第２節 財政収支の改善と均衡 

 

１  市町村国保財政運営の現状 

 

平成 30年度から道が財政運営の責任主体となって市町村と共同で国保運営を 

担うこととなり、全道の被保険者の医療費等を全市町村で負担する仕組みであ

る納付金制度が導入されたことから、各市町村は、道があらかじめ通知する年

度ごとの納付金の額を道に納付し、道から交付される保険給付費等交付金によ

り医療費等の財源を賄っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○文言修正 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

【市町村国保財政の基本的な仕組み（令和５年度予算）】 

 

 

令和３年度の単年度決算における収支差引残（収入合計－支出合計）では、 

赤字は１保険者で、赤字総額は約６千万円となっています。 

なお、収支差引残が黒字であっても、決算補填等を目的とした法定外一般会 

計繰入を行っている市町村保険者が多いのが現状です。 

 

   表 12 収支差引残の状況及び法定外繰入の推移 

 

  

２  国保財政運営の基本的考え方 

 

【市町村国保財政の基本的な仕組み（令和２年度予算）】 

 

 

平成 30年度の単年度決算における収支差引残（収入合計－支出合計）では、 

赤字は８保険者で、赤字総額は約８億円となっています。 

なお、収支差引残が黒字であっても、決算補填等を目的とした法定外一般会 

計繰入を行っている市町村保険者が多いのが現状です。 

 

   表 12 収支差引残の状況及び法定外繰入の推移 

 

  

２  国保財政運営の基本的考え方 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：保険者数）

H26 H27 H28 H29 H30
59億円 40億円 73億円 146億円 67億円

黒字保険者数 141 138 141 144 149
剰余金 90億円 77億円 97億円 159億円 75億円

赤字保険者数 16 19 16 13 8
不足額 31億円 37億円 24億円 13億円 8億円

保険者数 122 125 113 108 99

金　額 119億円 123億円 88億円 94億円 37億円
出典：北海道調べ

収支差引残
区　　分

法定外繰入
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

国保は、一会計年度単位で行う短期保険であることから、原則として、必要 

な支出を保険料（税）や国庫負担金などにより賄い、当該年度の特別会計の収 

支を均衡させる必要があります。 

 

３ 市町村国民健康保険特別会計 

 

国保制度における市町村国民健康保険特別会計（以下「市町村国保特会」と 

いう。）においては、国の財政支援措置の拡充や納付金制度の導入により、今 

後年度内における一般会計からの法定外繰入の必要性が大幅に減少していくこ 

とが見込まれます。 

また、決算補填等を目的とした一般会計からの法定外繰入については、解 

消・削減すべき赤字額として、段階的な解消に向けた取組が必要です（第２章 

第３節参照）。 

なお、保険料水準の統一を見据える中、市町村国保特会において、各々の実 

情に応じた財政調整機能を担うため、一定程度の市町村独自の基金の保有が必 

要です。保有額の目安については、納付金算定方法の変更に伴う納付金増大 

や、社会情勢の急激な変化に伴う所得の減少や収納率の低下など、納付金の確 

保が困難となる様々な要因のほか、市町村独自事業に係る財源充当などについ 

て市町村と協議しながら、引き続き検討していきます。 

 

４ 北海道国民健康保険特別会計 

 

北海道国民健康保険特別会計（以下「道国保特会」という。）においては、 

市町村の事業運営の健全化を念頭に、繰越金や黒字幅を必要以上に確保するこ 

とのないよう、道内国保全体の財政状況のバランスを見極めながら運営しま 

す。 

 

５ 国民健康保険保険給付費等交付金 

 

保険給付費等交付金は、国民健康保険条例等に規定されますが、道国保特会 

国保は、一会計年度単位で行う短期保険であることから、原則として、必要 

な支出を保険料（税）や国庫負担金などにより賄い、当該年度の特別会計の収 

支を均衡させる必要があります。 

 

３ 市町村国民健康保険特別会計 

 

国保制度における市町村国民健康保険特別会計（以下「市町村国保特会」と 

いう。）においては、国の財政支援措置の拡充や納付金制度の導入により、今 

後年度内における一般会計からの法定外繰入の必要性が大幅に減少していくこ 

とが見込まれます。 

また、決算補填等を目的とした一般会計からの法定外繰入については、解 

消・削減すべき赤字額として、段階的な解消に向けた取組が必要です（第２章 

第３節参照）。 

なお、激変緩和措置（第３章第５節参照）の終了を見据える中、市町村国保 

特会において、各々の実情に応じた財政調整機能を担うため、一定程度の市町 

村独自の基金の保有が必要です。社会情勢の急激な変化に伴う所得の減少や収 

納率の低下など、納付金の確保が困難となる様々な要因について協議しなが 

ら、保有額の目安を引き続き検討していきます。 

 

 

４ 北海道国民健康保険特別会計 

 

北海道国民健康保険特別会計（以下「道国保特会」という。）においては、 

市町村の事業運営の健全化を念頭に、繰越金や黒字幅を必要以上に確保するこ 

とのないよう、道内国保全体の財政状況のバランスを見極めながら運営しま 

す。 

 

５ 国民健康保険保険給付費等交付金 

 

保険給付費等交付金は、国民健康保険条例等に規定されますが、道国保特会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○令和５年度での激変緩和措
置終了に伴い修正 
 
 
 
 
 
○市町村基金について、これ
までの議論を踏まえ修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○文言修正 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

から市町村国保特会に交付されるもので、市町村の保険給付に要した費用を交 

付する役割を有する普通交付金と、市町村の個別の事情に着目した交付を行う 

特別交付金とがあります。 

普通交付金は、市町村が行った保険給付の実績に応じ、市町村の請求に基づ 

き、その同額を交付するものです。 

また、特別交付金は、 

・国の特別調整交付金のうち市町村に交付される分 

 ・都道府県繰入金＊のうち、個別の市町村に交付される分 

 ・市町村に対する保険者努力支援制度分 

 ・特定健康診査（以下「特定健診＊」という。）及び特定保健指導＊費用を交 

付するものです。 

なお、普通交付金の保険給付費等交付金については、道が市町村からの請 

求に基づき、北海道国保連合会に対し交付金を直接支払うことが可能となる 

仕組みが設けられており、これにより、市町村の事務負担が軽減されると見 

込まれます。 

 

第３節 赤字解消・削減の取組、目標年次等 

 

１ 赤字削減・解消計画 

 

市町村は、計画的に赤字の削減・解消を図るため、削減・解消に向けた基本 

方針、目標設定、取組等について道と協議を行った上で、「赤字削減・解消計 

画」を策定します。 

なお、累積赤字については、「赤字削減・解消計画」を策定する必要はあり 

ませんが、任意の計画を策定し、計画的な削減・解消を目指すこととします。 

また、保険料率の統一を進めるためには、累積赤字を含めて、市町村の段階 

的な赤字の解消に向けた取組と関係者を含めた情報・課題等の共有が必要なこ 

とから、すべての「赤字削減・解消計画」を公表することとします。 

 

（１）対象市町村 

から市町村国保特会に交付されるもので、市町村の保険給付に要した費用を交 

付する役割を有する普通給付分と、市町村の個別の事情に着目した交付を行う 

特別給付分とがあります。 

普通給付分は、市町村が行った保険給付の実績に応じ、市町村の請求に基づ 

き、その同額を交付するものです。 

また、特別給付分は、 

・国の特別調整交付金のうち市町村に交付される分 

 ・都道府県繰入金＊のうち、個別の市町村に交付される分 

 ・市町村に対する保険者努力支援制度分 

 ・特定健康診査（以下「特定健診＊」という。）及び特定保健指導＊費用を交 

付するものです。 

なお、普通給付分の保険給付費等交付金については、道が市町村からの請 

求に基づき、北海道国保連合会に対し交付金を直接支払うことが可能となる 

仕組みが設けられており、これにより、市町村の事務負担が軽減されると見 

込まれます。 

 

第３節 赤字解消・削減の取組、目標年次等 

 

１ 赤字削減・解消計画 

 

市町村は、計画的に赤字の削減・解消を図るため、削減・解消に向けた基本 

方針、目標設定、取組等について道と協議を行った上で、「赤字削減・解消計 

画」を策定します。 

なお、累積赤字については、「赤字削減・解消計画」を策定する必要はあり 

ませんが、任意の計画を策定し、計画的な削減・解消を目指すこととします。 

また、保険料率の統一を進めるためには、累積赤字を含めて、市町村の段階 

的な赤字の解消に向けた取組と関係者を含めた情報・課題等の共有が必要なこ 

とから、すべての「赤字削減・解消計画」を公表することとします。 

 

（１）対象市町村 
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計画を策定すべき対象市町村は、決算において赤字（注）が生じ、赤字が 

生じた年度の翌々年度までに予算ベースで赤字の解消が見込まれない市町村 

とします。 

（注）「赤字」とは、市町村国保特会（事業勘定）における「決算補填等目的 

の法定外一般会計繰入金（以下「法定外繰入金」という。）」及び「繰上 

充用金＊の新規増加分」とします。 

ア 法定外繰入金について 

法定外繰入金とは、毎年度、国民健康保険特別会計の収支決算におけ 

る法定外の一般会計繰入金のうち、「収支不足に伴う決算補填目的のも 

の」、「保険者の政策によるもの」及び「過年度の赤字によるもの」に 

該当するものとします。 

イ 繰上充用金の新規増加分について 

繰上充用金の新規増加分とは、「平成 28年度以降に行った繰上充用金 

額のうち、平成 27年度決算における平成 28年度からの繰上充用金相当 

額を超過する額」及び「累積赤字のうち削減・解消された繰上充用金を 

除く前年度増加分」とします。 

ウ 累積赤字について 

累積赤字とは、「平成 27年度決算における平成 28年度からの繰上充 

用金相当額」とします。 

 

（２）計画の内容 

赤字の原因を分析した上で、赤字削減・解消のための基本方針、具体的な 

取組内容（保険料率の改定、医療費適正化、収納率向上対策の取組等）を定 

めるとともに、赤字削減の目標年次及び年次毎の計画を定めることとしま 

す。 

 

２ 赤字解消・削減の取組や目標年次の設定の方法 

 

（１）赤字解消・削減の取組 

赤字市町村は、医療費の動向や適正な保険料率の設定、収納率等に関する 

計画を策定すべき対象市町村は、決算において赤字（注）が生じ、赤字が 

生じた年度の翌々年度までに予算ベースで赤字の解消が見込まれない市町村 

とします。 

（注）「赤字」とは、市町村国保特会（事業勘定）における「決算補填等目的 

の法定外一般会計繰入金（以下「法定外繰入金」という。）」及び「繰上 

充用金＊の新規増加分」とします。 

ア 法定外繰入金について 

法定外繰入金とは、毎年度、国民健康保険特別会計の収支決算におけ 

る法定外の一般会計繰入金のうち、「収支不足に伴う決算補填目的のも 

の」、「保険者の政策によるもの」及び「過年度の赤字によるもの」に 

該当するものとします。 

イ 繰上充用金の新規増加分について 

繰上充用金の新規増加分とは、「平成 28年度以降に行った繰上充用金 

額のうち、平成 27年度決算における平成 28年度からの繰上充用金相当 

額を超過する額」及び「累積赤字のうち削減・解消された繰上充用金を 

除く前年度増加分」とします。 

ウ 累積赤字について 

累積赤字とは、「平成 27年度決算における平成 28年度からの繰上充 

用金相当額」とします。 

 

（２）計画の内容 

赤字の原因を分析した上で、赤字削減・解消のための基本方針、具体的な 

取組内容（保険料率の改定、医療費適正化、収納率向上対策の取組等）を定 

めるとともに、赤字削減の目標年次及び年次毎の計画を定めることとしま 

す。 

 

２ 赤字解消・削減の取組や目標年次の設定の方法 

 

（１）赤字解消・削減の取組 

赤字市町村は、医療費の動向や適正な保険料率の設定、収納率等に関する 
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要因分析を行った上で、赤字の解消・削減に向けた必要な対策を整理した 

「赤字削減・解消計画」を策定し、道に報告することとします。 

計画の策定にあたり道は、市町村と十分に協議を行い、赤字削減・解消の 

取組や目標年次等の設定について助言を行います。 

また、新たに赤字が発生した市町村で、財政安定化基金を活用することに 

より赤字を解消する場合は、貸付年度の翌々年度以降の納付金に上乗せする 

こととし、原則３年で償還することとします。 

 

（２）赤字解消・削減の目標年次 

「赤字削減・解消計画」の策定において、目標年次は可能な限り短期間で 

設定することを基本としますが、赤字が多額になっているなど、短期間での 

赤字の解消が困難な市町村は、激変緩和措置の実施期間を参考に、６年以内 

を基本とした計画を策定し、段階的な赤字の解消に取り組むこととします。 

なお、保険料（税）の急激な上昇を避けることなどから目標年次を６年以 

内とすることが困難な場合については、その実情に応じて、できるだけ早期 

の解消に努めます。 

 また、新たに法定外繰入等を行う市町村が発生した場合は、令和 12年度ま 

でに赤字を解消する計画を策定することとします。 

 

（３）納付金算定における措置 

納付金の算定及び配分において赤字に対する措置は行わず、また、被保険 

者の保険料（税）負担上昇に伴う激変緩和措置において、赤字を解消するこ 

とによる保険料（税）負担の変化相当分は対象としないこととします。 

 

  ＜参考＞令和３年度決算時点での「赤字削減・解消計画」策定市町村数等 

赤字市町村数 ：１１市町村 赤字額：約１８．４億円 

                                        出典：北海道調べ 

 

第４節 財政安定化基金の使用 

 

要因分析を行った上で、赤字の解消・削減に向けた必要な対策を整理した 

「赤字削減・解消計画」を策定し、道に報告することとします。 

計画の策定にあたり道は、市町村と十分に協議を行い、赤字削減・解消の 

取組や目標年次等の設定について助言を行います。 

また、新たに赤字が発生した市町村で、財政安定化基金を活用することに 

より赤字を解消する場合は、貸付年度の翌々年度以降の納付金に上乗せする 

こととし、原則３年で償還することとします。 

 

（２）赤字解消・削減の目標年次 

「赤字削減・解消計画」の策定において、目標年次は可能な限り短期間で 

設定することを基本としますが、赤字が多額になっているなど、短期間での 

赤字の解消が困難な市町村は、激変緩和措置の実施期間を参考に、６年以内 

を基本とした計画を策定し、段階的な赤字の解消に取り組むこととします。 

なお、保険料（税）の急激な上昇を避けることなどから目標年次を６年以 

内とすることが困難な場合については、その実情に応じて、できるだけ早期 

の解消に努めます。 

 

 

 

（３）納付金算定における措置 

納付金の算定及び配分において赤字に対する措置は行わず、また、被保険 

者の保険料（税）負担上昇に伴う激変緩和措置において、赤字を解消するこ 

とによる保険料（税）負担の変化相当分は対象としないこととします。 

 

  ＜参考＞平成 30年度決算時点での「赤字削減・解消計画」策定市町村数等 

赤字市町村数 ：２１市町村 赤字額：約２３．５億円 

                                        出典：北海道調べ 

 

第４節 財政安定化基金の使用 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国の都道府県国保運営方針
策定要領において、都道府県
ごとの法定外繰入等の解消目
標予定年度を設定することと
明記されているため記載 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
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１  財政安定化基金の設置 

 

国保事業の財政安定化のため、給付費増や保険料（税）収納不足により財源 

不足となった場合に備え、法定外の一般会計繰入を行う必要がないよう、道国 

保特会や市町村に対し貸付及び交付を主に行う財政安定化基金を設置していま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

２  基金の使用の基本的な考え方 

 

  財政安定化基金の使用については、北海道国民健康保険財政安定化基金条例 

に規定されますが、基本的な考え方については次のとおりとします。 

 

（１）貸付金 

  ＜市町村に対する貸付＞ 

  ① 貸付要件 

      保険料（税）収納額の低下により財源不足となった場合。 

    ② 貸付額（地方債） 

貸付を受けようとする市町村の申請額に基づき、市町村が標準保険料率 

を基礎として適正な賦課を行うことを前提に、道が保険料（税）収納不足 

額を算定し、地方債として貸付額（無利子）を決定。 

    ③ 貸付額の償還 

貸付年度の翌々年度から、原則３年で償還（基金へ積み戻し）。 

 

  ＜道に対する貸付＞ 

１  財政安定化基金の設置 

 

国保事業の財政安定化のため、給付費増や保険料（税）収納不足により財源 

不足となった場合に備え、法定外の一般会計繰入を行う必要がないよう、道国 

保特会や市町村に対し貸付及び交付を主に行う財政安定化基金を設置していま 

す。 

 

２  特例基金の設置 

 

  平成 30年度から６年間、保険料（税）の激変緩和措置など、円滑な国保運営 

のために必要な資金の交付に充てることができる特例基金を財政安定化基金に 

含めて設置しています（第３章第４節３参照）。 

 

３  基金の使用の基本的な考え方 

 

  財政安定化基金の使用については、北海道国民健康保険財政安定化基金条例 

に規定されますが、基本的な考え方については次のとおりとします。 

 

（１）貸付金 

  ＜市町村に対する貸付＞ 

  ① 貸付要件 

      保険料（税）収納額の低下により財源不足となった場合。 

    ② 貸付額（地方債） 

貸付を受けようとする市町村の申請額に基づき、市町村が標準保険料率 

を基礎として適正な賦課を行うことを前提に、道が保険料（税）収納不足 

額を算定し、地方債として貸付額（無利子）を決定。 

    ③ 貸付額の償還 

貸付年度の翌々年度以降の納付金に上乗せすることとし、原則３年で償 

還（基金へ積み戻し）。 

  ＜道に対する貸付＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○令和６年３月 31日で特例
基金廃止のため削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○付番の調整 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○基金貸付金の償還は納付金
とは別に行っているため修正 
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    ① 貸付要件 

    保険給付費が増大したこと等により財源不足となった場合。 

  ② 貸付額 

    財源不足額について、財政安定化基金を取り崩し、道国保特会に繰入を 

行う。 

  ③ 貸付額の償還 

    貸付年度の翌々年度以降納付金に含めて市町村から徴収し償還（基金へ 

積み戻し）。 

 

（２）交付金 

    ① 交付要件 

災害の発生など、多数の被保険者の生活が著しい影響を受けたことによ 

り、収納額の低下につながる大きな影響が生じるなど、「特別な事情」と 

認められる場合。 

    ② 交付額 

収納不足額の２分の１以内とし、市町村の「特別な事情」や収納率目標 

の設定状況等に応じて、道がその交付の範囲を決定。 

    ③ 交付額の補填 

国・道・市町村がそれぞれ３分の１ずつを交付年度の翌々年度に補填 

（基金へ積み戻し）。 

このうち市町村分については、道内すべての市町村で補填。 

 

（３）財政調整事業 

   道国保特会の決算剰余金を基金に積み立て、納付金の著しい上昇の抑制等 

のために基金を取り崩すことで、年度間の財政調整を行います。 

 

第３章 納付金及び標準的な保険料（税）の算定方法                

 

第１節 目指す姿 

 

    ① 貸付要件 

    保険給付費が増大したことにより財源不足となった場合。 

  ② 貸付額 

    財源不足額について、財政安定化基金を取り崩し、道国保特会に繰入を 

行う。 

  ③ 貸付額の償還 

    貸付年度の翌々年度以降納付金に含めて市町村から徴収し償還（基金へ 

積み戻し）。 

 

（２）交付金 

    ① 交付要件 

災害の発生など、多数の被保険者の生活が著しい影響を受けたことによ 

り、収納額の低下につながる大きな影響が生じるなど、「特別な事情」と 

認められる場合。 

    ② 交付額 

収納不足額の２分の１以内とし、市町村の「特別な事情」や収納率目標 

の設定状況等に応じて、道がその交付の範囲を決定。 

    ③ 交付額の補填 

国・道・市町村がそれぞれ３分の１ずつを交付年度の翌々年度に補填 

（基金へ積み戻し）。 

このうち市町村分については、道内すべての市町村で補填。 

 

 

 

 

 

第３章 納付金及び標準的な保険料（税）の算定方法                

 

第１節 目指す姿 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国保法改正により令和４年
度より財政調整事業が追加さ
れたため記載 
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北海道においては、所得水準＊や医療費水準＊の地域差が非常に大きく、地域

における被保険者の影響を考慮し、可能な限り激変が生じないよう調整しなが

ら、被保険者間の負担の公平化を進めていくこととします。 

 

第２節 現状 

 

１ 保険料（税）の賦課状況 

 

国保事業に要する費用を賄う方法として、法を根拠とする保険料と地方税法 

を根拠とする保険税の２種類の徴収金があります。 

道内では、保険料を賦課している市町村が市を中心に 21市町村、保険税を賦 

課している市町村が 158市町村となっています。 

 

 

  

２ 保険料（税）の賦課方式 

 

保険料（税）の賦課方式としては、所得割＊・被保険者均等割（以下「均等 

割」という。）＊・世帯別平等割（以下「平等割」という。）＊の三方式を採 

用する市町村が 102市町村、それに資産割＊を加えた四方式を採用している市 

町村が 77市町村となっています。かつては資産を有する農林水産業及び自営業 

者が国保の被保険者の中心だったこともあり、四方式を採用する市町村が多数 

でしたが、現在では三方式が多くなっており、被保険者数と世帯数でみると全 

道の８割以上が三方式の対象となっています。 

 

 

 

 

北海道においては、所得水準＊や医療費水準＊の地域差が非常に大きく、地域

における被保険者の影響を考慮し、可能な限り激変が生じないよう調整しなが

ら、被保険者間の負担の公平化を進めていくこととします。 

 

第２節 現状 

 

１ 保険料（税）の賦課状況 

 

国保事業に要する費用を賄う方法として、法を根拠とする保険料と地方税法 

を根拠とする保険税の２種類の徴収金があります。 

道内では、保険料を賦課している市町村が市を中心に 23市町村、保険税を賦 

課している市町村が 156市町村となっています。 

 

 

  

２ 保険料（税）の賦課方式 

 

保険料（税）の賦課方式としては、所得割＊・被保険者均等割（以下「均等 

割」という。）＊・世帯別平等割（以下「平等割」という。）＊の三方式を採 

用する市町村が 76市町村、それに資産割＊を加えた四方式を採用している市町 

村が 103市町村となっています。かつては資産を有する農林水産業及び自営業 

者が国保の被保険者の中心だったこともあり、四方式を採用する市町村が多数 

ですが、現在、市では三方式が多くなっており、被保険者数と世帯数でみると 

全道の８割以上が三方式の対象となっています。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○時点修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



37 

次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

   表 13 賦課方式別の市町村数及び被保険者数（R3年 4月 1日現在）  

 

 

３ 応能割＊と応益割＊の賦課割合 

 

道内の市町村における賦課割合は、応能割の方が高いところが多くなってお 

り、市よりも町村の方が応能割の賦課割合が高くなっています。 

また、応益割の内訳である均等割と平等割との割合については、旧政令（改 

正前国民健康保険法施行令）に定める標準的な賦課割合 35：15と比較して、均 

等割より平等割の方が高い割合になっています。 

 

表 14 令和３年度賦課状況における市町村の標準割合（医療分・一般）  

 

 

４ 賦課限度額＊の設定状況 

 

保険料（税）については、法に基づき政令（国民健康保険法施行令）に定め 

る額（以下「法定額」という。）を上限として賦課限度額を定めることとされ 

ており、多数の市町村は法定額と同額の賦課限度額を設定していますが、法定 

額を下回る額を設定している市町村もあります。 

 

 

 

   表 13 賦課方式別の市町村数及び被保険者数（H30年 4月 1日現在）  

 

 

３ 応能割＊と応益割＊の賦課割合 

 

道内の市町村における賦課割合は、応能割の方が高いところが多くなってお 

り、市よりも町村の方が応能割の賦課割合が高くなっています。 

また、応益割の内訳である均等割と平等割との割合については、旧政令（改 

正前国民健康保険法施行令）に定める標準的な賦課割合 35：15と比較して、均 

等割より平等割の方が高い割合になっています。 

 

表 14 平成 30年度賦課状況における市町村の標準割合（医療分・一般）  

 

 

４ 賦課限度額＊の設定状況 

 

保険料（税）については、法に基づき政令（国民健康保険法施行令）に定め 

る額（以下「法定額」という。）を上限として賦課限度額を定めることとされ 

ており、多数の市町村は法定額と同額の賦課限度額を設定していますが、法定 

額を下回る額を設定している市町村もあります。 
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次期計画案（新） 現行計画（旧） 主な変更理由 

    表 15  賦課限度額の設定状況（Ｒ３） 

  

 

５ 地域差（保険者間）の状況 

 

広大な面積の中で人口が分散しているなど地域特性がある北海道は、所得や 

医療費などの水準が地域によって大きな差があります。 

このため、医療分の保険料（率）の状況を見ると、所得割・均等割・平等割 

ごとにそれぞれ大きな差があります。 

 

表 16 地域（保険者）差の状況（Ｒ３）  

 

 

   表 17 令和３年度における保険料（率）の状況（医療分・一般） 

 

 

第３節 保険料水準の統一 

    表 15  賦課限度額の設定状況（H30） 

  

 

５ 地域差（保険者間）の状況 

 

広大な面積の中で人口が分散しているなど地域特性がある北海道は、所得や 

医療費などの水準が地域によって大きな差があります。 

このため、医療分の保険料（率）の状況を見ると、所得割・均等割・平等割 

ごとにそれぞれ大きな差があります。 

 

表 16 地域（保険者）差の状況（H30）  

 

 

   表 17 平成 30年度における保険料（率）の状況（医療分・一般） 

 

 

第３節 保険料水準の統一 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


